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先月号では、アジア地域における主なフィンテック動向などを概観しました。今月号では、持続可能な経済発展について、個別企業の知見・取組

を紹介します。 

 

国連の持続可能な開発目標 

 

持続可能な開発目標（SDGs）1は、国連が 2030 年までに全面的実現を目指す 17 のグローバル目標を集めたもので、持続可能な開発に

おいて、経済、社会、環境などにおける幅広い課題をカバーしています。各国政府は SDGs を指針とし、自国の状況を考慮しながら独自の目標

を設定することができます。 

KPMG の調査によると、SDGs に対する企業の関心も高まっており、世界のトップ 250 社の大手企業の約 40％が自社の報告書において、これ

らの目標に言及しています2。これら企業の大半はヨーロッパとアメリカに本社を置いています。 

                                                 
1 持続可能な開発目標、国連、http://www.un.org/sustainabledevelopment/sustainable-development-goals/ 
2 How to report on the SDGs、KPMG、https://home.kpmg.com/cn/en/home/insights/2018/02/how-to-report-on-the-sdgs.html 
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フィンテック：ゲームチェンジャー 
～アジア全域でサステナブル・ファイナンスを変革～（2） 



© 2018 KPMG, a Hong Kong partnership and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a 
Swiss entity. © 2018 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貧困を 

なくそう 

飢餓を 

ゼロに 

質の高い教育を
みんなに 

安全な水と 
トイレを 
世界中に 

エネルギーをみ
んなに そしてク
リーンに 

産業と技術
革新の基盤
をつくろう 

住み続けられ
るまちづくりを 

海の豊かさを
守ろう 

平和と公正を
すべての人に 

全ての人に 
健康と福祉を 

ジェンダー 
平等を実現 
しよう 

働きがいも経

済成長も 

人や国の 

不平等を 
なくそう 

つくる責任 

つかう責任 

気候変動に

具体的な対
策を 

陸の豊かさ    

も守ろう 

パートナーシッ
プで目標を達
成しよう 

注記：太枠内はフィ

ンテックの影響が最も

強い分野 

大手企業が優先している目標は？ 大手企業があまり優先していない目標は？ 

調査対象企業の 55％以上が優先 調査対象企業の 26％以下が優先 

出所：KPMG の調査 
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2017 年 11 月、HSBCは SDGs に基づく 10億ドルの債券 3 を発行しました。社会的、経済的、環境的に幅広いメリットのあるプロジェクト

に調達資金を充てるというものです。 

これは、民間企業が初めてサステナブル・ボンド（SDG債）を発行したという点で画期的な取り組みでした。プロジェクトが SDGs の目標に沿っ

ていることを確認するために、HSBCは投資条件を満たすプロジェクトの種類と目標を明確にする枠組みを定めました。 

これには、教育、不可欠な医療、淡水、公衆衛生に対するアクセスの改善、再生可能エネルギーの利用比率の引き上げ、持続可能な都市と

交通システムの構築、地域社会における気候変動の影響への適用などのプロジェクトが含まれます。 

また、債券発行による調達資金の使途について毎年最新情報が提供され、基本的なプロジェクトと融資の最終的な効果についても評価が毎

年行われます。 

さらに、独立機関は調達資金が枠組みに沿って使われたかどうかを毎年検証し、第三者としての意見を提示します。 

この債券は 2023 年に満期を迎えます。HSBCは、2025 年までにサステナブル・ファイナンスとサステナブル投資に 1,000 億ドルを提供するこ

とを約束しています。 

 

 

企業の視点： 

Adamas Asset Management 

出所：KPMG による CSR報告調査 2017 

CSR活動と SDGs を関連付けている大手企業の割合 
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Adamas Asset Managementは、香港に本部を置く企業で、主に中華圏をはじめとするアジア市場における成長企業へ、ストラクチャード・フ

ァイナンスを提供することに重点を置いています。同社が他社と少し違うのは、従来型の銀行融資や公開株式市場へのアクセスが限られている企

業への投資に焦点を絞っていることです。 

「当社は常に、どうすれば永続的な効果が得られるかということに注目しています」と、Adamas の最高経営責任者 Paul Heffner氏は話しま

す。 

Adamas の場合、この考え方は、環境・社会・ガバナンス（ESG）基準、国際機関や開発金融機関の投資ガイドラインなどにより形成されてい

ます。 

例えば、ESG を遵守した取引を行うためには、多角的視点で投資を検討する必要があります。多くの場合は、純粋な金銭的条件を超えたバリュ

ー・プロポジション（価値提案）が必要になると Heffner氏は説明しています。 

ジェンダーの平等、質の高い教育、責任ある生産などの要素を考慮しながら取引を精査しなければならないため、従来型ファンド会社による投資

判断と比べて、作業負荷が重くなる可能性があります。 

しかし、Adamas のマネージング・パートナー兼最高投資責任者（民間投資）Barry Lau氏は、社員の満足度向上、環境フットプリントの低

減など、ビジネス面でのメリットが得られると考えています。さらに、全世界のソブリン・ウェルス・ファンド、ファミリー・オフィス、年金基金、機関投資

家、プライベート・バンク、個人の富裕層などを含むクライアントも、Adamas のアプローチに理解を示しています。 

Lau氏は次のように述べました。「当社は、貧困の緩和に役立つと思われる企業をターゲットにする。もう 1 つ重点を置いているのは、テクノロジー

によって、より大きな価値を引き出す方法を模索することだ。例えば、ゴムタイヤの再生利用は、タイヤが埋立地に与える環境に対する影響を緩和

し、ゴム需要を低減させることができる」 

国連（UN）などの政府間機関は、ESG 基準を考慮した社会的に責任のある投資を奨励しています。こうした投資はヨーロッパで支持を集めて

いますが、アジアではこのような動きはまだごく初期の段階です。 

Heffner氏は次のように説明しています。「考え方を変える必要があるため、持続可能な投資の推進には時間がかかる。つまり投資をパートナー

シップとして捉えるということであり、特定のテクノロジーによる創造的破壊に注目するのではなく、そのテクノロジーがもたらすビジネスチャンスに注目

するということだ」 

 

 

 

 

 

企業の視点： 

TNG FinTech Group 

 

ファイナンシャル・インクルージョンは、香港に本部を置く TNG FinTech Group の中核的な事業目的です。同グループは、電子マネーとフィンテッ

クによる国際送金を中心としたグローバルな金融ネットワークの構築を目指しています。 

TNG は 2013 年に設立されました。100 万人にのぼる香港のユーザーは、コンビニエンス・ストアなどを含む約 1,300 カ所で現金を預けたり引き

出したりすることができます。また、アジアにおける 13 の国と地域にある 18万 3,000 カ所以上の受け取り場所への送金が行えます。 

Paul Heffner 

最高経営責任者 

Barry Lau 

マネージング・パートナ

ー&最高投資責任者（プ

ライベート・インベスト

メント） 
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代表的な商品である「TNG ウォレット」を通じた取引額は、2017 年に 61億香港ドルを突破しました。創立者兼最高経営責任者である Alex 

Kong 氏は、2018 年末には取引総額が 200 億香港ドルを超えると見ています。 

2016 年 9月に、「TNG ウォレット」は、フィリピン、インドネシア、インド、タイ、ベトナムを含むアジアにおける 12 の国と地域への国際送金サービス

の提供を開始しました。その後、2017 年にはイギリスにもサービスを拡大し、事業展開をさらに広げる機会を狙っているところです。 

TNG は送金のほか、マレーシア、シンガポール、インドネシア、イギリスでも電子マネーサービスを提供しており、現在はグローバルアライアンスの確立

に向けて他の事業者との連携を進めています。Kong 氏は次のように話しています。「皆さんが『どこからでも、どこへでも』送金できるようにすることが

アライアンスの目的だ。ATM ネットワークの敷設には何年もかかるかもしれないが、キャッシュレスシステムの導入を促進すれば、その国の金融インフ

ラを短期間で開発できる。キャッシュレスの社会は、ファイナンシャル・インクルーシブで環境に優しい。これこそが当社が描く持続可能な発展のあり

方だ」 

インターネットとモバイルの接続に大きく依存する同社のサービスにとって、その成功を阻む最大の障害はアジアの一部諸国における通信インフラの

欠如です。しかし、政府の十分な支援があれば、こうした問題も解決できると Kong 氏は信じています。同氏は、3年前に 10％であったモバイル

普及率が 70％に上昇したミャンマーを例に挙げました。 

「携帯電話は低価格化しているので製造技術の進歩が鍵を握る。技術の進歩が

モバイル普及を容易にしたのだ」と、同氏は語りました。 

 

 

 

今月号は、持続可能な経済発展についての個別企業の知見・取組を取り上げました。来月号は、最終回として引き続きアジアにおけるフィンテッ

クの導入、およびそれに対する個別企業の知見と取組、またフィンテック分野における今後の展望を紹介します 

 

 

（みずほチャイナマンスリー 2018年 8月号に掲載） 
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